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令和 7 年度予算の概要 

 我が国経済は、現在、長きにわたったコストカット型経済から脱却し、デフレに

後戻りせず、「賃上げと投資が牽引する成長型経済」に移行できるかどうかの分岐

点にあるとし、政府は、賃金上昇が物価上昇を安定的に上回る経済を実現し、「賃

上げと投資が牽引する成長型経済」への移行を確実なものとするため、日本経済・

地方経済の成長、物価高の克服及び国民の安心・安全の確保を三つの柱とする「国

民の安心・安全と持続的な成長に向けた総合経済対策」（令和 6 年 11 月 22 日閣議

決定。以下「総合経済対策」という。）を策定し、その裏付けとなる令和６年度補

正予算を迅速かつ着実に執行し、総合経済対策の効果を広く波及させていくとし

ています。 

 なお、令和７年度経済見通しでは、総合経済対策の効果が下支えとなって、賃金

上昇が物価上昇を上回り、個人消費が増加するとともに、企業の設備投資も堅調な

動きが継続するなど、引き続き民間需要主導の経済成長となることが期待されて

いる。ただし、海外経済の不確実性や金融資本市場の変動等の影響には、十分注意

する必要があるとしました。 

 このような状況の中、国は、地方財政対策において、社会保障関係費、人件費の

増加等が見込まれるなか、地方公共団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、様々

な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に提供できるよう、交付団体を始め地

方が安定的な財政運営を行うために必要となる一般財源総額について、令和６年

度地方財政計画の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本と

して地方財政対策を講ずることとしました。 

 

 大多喜町の令和７年度一般会計予算は、国の総合経済対策や地方財政計画を基

に税収や交付金等の歳入を見積り、歳出においては、最終年を迎える「第３次総合

計画後期基本計画」及び「第２期総合戦略」の各施策の推進と、大多喜町の将来を

見据えた各施策実現のための事業予算を中心に予算を編成いたしました。 

 予算総額は、令和５年９月の豪雨被害の復旧工事が進み災害復旧費は、減額とな

ったものの、中学校屋内運動場の空調施設やアーバンスポーツ施設整備、物価高騰

対策としての地域通貨発行などに加えて、物価高騰や人件費の上昇の影響を受け、

対前年度２２，０００千円増の６，４９５，０００千円となりました。 

 

 歳入では、災害復旧費の減額に伴う国庫支出金の減、物価高騰や人件費上昇に

対する交付税の増、各種事業に対する町債・基金などにより積算した結果、町税

を始めとする自主財源は前年度より３４，６６１千円増の２，５７５，４１８千

円（構成比 39.7％）、依存財源は１２，６６１千円減の３，９１９，５８２千円

（構成比 60.3％）となりました。 

 一方歳出において、議会費は、ほぼ前年同額の７６，９６４千円を計上。 

総務費は、次期大多喜町総合計画・総合戦略策定や電子地域通貨事業、参議院議

員選挙、大多喜町長選挙などの他、新たに自動車運転免許取得補助など、前年度８．

５％減の１，５５４，９２２千円を計上しました。 



 

民生費は、高齢者及び障害者福祉事業、少子化対策事業、子ども医療費助成、児

童手当支給、保育園及び児童クラブ運営費、国民健康保険等の特別会計への繰出な

どの他、新たに保育園児の主食の提供にかかる予算など、２．６％増の１，４１５，

６０７千円を計上しました。 

衛生費は、各種健康診査や検診、ファミリーサポートセンター事業等の子育て支

援、高齢者のインフルエンザ、帯状疱疹や乳幼児等の予防接種事業、合併処理浄化

槽設置補助、ごみ収集や処理委託料、斎場運営事業などの他、令和７年４月からの

水道事業の広域化関連予算により１５．０％増の７０１，８６６千円を計上しまし

た。 

農林水産業費は、有害鳥獣の駆除や被害防止対策事業、基幹農道の整備、集落の

農地維持活動の支援事業、間伐等森林保全のための森林環境譲与税事業、不耕作農

地等の活用事業、災害に強い森づくり事業など４．３％減の３３１，６７３千円を

計上しました。 

商工費は、商業施設及び観光施設の管理運営、商業振興事業、観光振興事業、観

光施設整備事業や観光ＰＲ事業の他、ロケーション誘致事業補助の追加など、１

３．６％減の１６２，６６２千円を計上しました。 

土木費は、町道改良事業、橋梁長寿命化事業、町道維持管理事業、地籍調査事業、

町営住宅管理事業など、２９．０％増の４０２，２５８千円を計上しました。 

消防費は、広域常備消防の負担金や地域の消防団運営、町の防災対策事業等で、

令和７年度は防災行政無線の更新により、５０．５％増の４５４，４９０千円を計

上しました。 

教育費は、学校施設管理、学校給食費補助金、児童・生徒の送迎バス運行費、

公民館、海洋センター、図書館の管理運営などの他、小学校児童のタブレット PC

の更新、大多喜中学校体育館と武道場への空調設備の設置、アーバンスポーツ施

設（パンプトラック）の整備などにより、２２．５％増の８２５，８２４千円を

計上しました。 

災害復旧費は、令和５年９月の記録的な豪雨災害からの復旧工事が着実に進み

７１．４％減の１２１，９６１千円の計上となりました。 

公債費は、２．４％減の４４１，７７３千円を計上しました。 

 

次に、各特別会計の状況ですが、鉄道経営対策事業基金特別会計は、９万１千円

減の４５千円。国民健康保険特別会計は４．８％減の１，０７３，５７４千円。後

期高齢者医療特別会計は、１．４％増の１６４，９７９千円。介護保険特別会計は、

３．７％減の１，１５１，８４２千円をそれぞれ計上しました。 

 

一般会計及び特別会計の合計は８，８８５，４４０千円となり、令和６年度当初

予算に対し７４，２３８千円、０．８％の減となりました。 

 



増減額 増減率

6,495,000 6,473,000 22,000 0.3

 鉄道経営対策事業基金 45 136 △ 91 △ 66.9

 国民健康保険 1,073,574 1,127,691 △ 54,117 △ 4.8

 後期高齢者医療 164,979 162,775 2,204 1.4

 介護保険 1,151,842 1,196,076 △ 44,234 △ 3.7

小　　　計 2,390,440 2,486,678 △ 96,238 △ 3.9

8,885,440 8,959,678 △ 74,238 △ 0.8

会　計　別　予　算　規　模　の　比　較

比　　　較

合　　　　　計

（単位：千円、％）

区　　　　　　分

一　般　会　計

特
 
別
 
会
 
計

令 和 ７ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額



　
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 町税 1,098,756 16.9 1,090,498 16.9 8,258 0.8

2 地方譲与税 71,920 1.1 67,588 1.0 4,332 6.4

3 利子割交付金 450 0.0 450 0.0 0 0.0

4 配当割交付金 4,000 0.1 3,000 0.1 1,000 33.3

5 株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.1 2,700 0.0 2,300 85.2

6 法人事業税交付金 24,000 0.4 20,000 0.3 4,000 20.0

7 地方消費税交付金 250,000 3.9 230,000 3.6 20,000 8.7

8 ゴルフ場利用税交付金 91,000 1.4 98,000 1.5 △ 7,000 △ 7.1

9 環境性能割交付金 10,000 0.2 7,000 0.1 3,000 42.9

10 地方特例交付金 3,000 0.1 3,000 0.1 0 0.0

11 地方交付税 2,075,977 32.0 1,998,569 30.9 77,408 3.9

12 交通安全対策特別交付金 1,300 0.0 1,500 0.0 △ 200 △ 13.3

13 分担金及び負担金 57,891 0.9 59,665 0.9 △ 1,774 △ 3.0

14 使用料及び手数料 85,809 1.3 87,188 1.4 △ 1,379 △ 1.6

15 国庫支出金 350,199 5.4 535,720 8.3 △ 185,521 △ 34.6

16 県支出金 495,836 7.6 505,016 7.8 △ 9,180 △ 1.8

17 財産収入 76,569 1.2 74,550 1.2 2,019 2.7

18 寄附金 150,000 2.3 140,000 2.2 10,000 7.1

19 繰入金 629,158 9.7 523,668 8.1 105,490 20.1

20 繰越金 100,000 1.5 100,000 1.5 0 0.0

21 諸収入 377,235 5.8 465,188 7.2 △ 87,953 △ 18.9

22 町債 536,900 8.3 459,700 7.1 77,200 16.8

6,495,000 100.0 6,473,000 100.0 22,000 0.3

注) 表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

歳入合計

　　　　一　　　般　　　会　　　計　　　予　　　算　　　　　　　　

令和７年度 比　　較令和６年度
区　　分

《　歳　　入　》　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　款　別　）



（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

町税 1,098,756 17.0 1,090,498 16.9 8,258 0.8

自 分担金及び負担金 57,891 0.9 59,665 0.9 △ 1,774 △ 3.0

使用料及び手数料 85,809 1.3 87,188 1.3 △ 1,379 △ 1.6

主 財産収入 76,569 1.2 74,550 1.2 2,019 2.7

寄附金 150,000 2.3 140,000 2.2 10,000 7.1

財 繰入金 629,158 9.7 523,668 8.1 105,490 20.1

　 繰越金 100,000 1.5 100,000 1.5 0 0.0

源 諸収入 377,235 5.8 465,188 7.2 △ 87,953 △ 18.9

自主財源合計 2,575,418 39.7 2,540,757 39.3 34,661 1.4

地方譲与税 71,920 1.1 67,588 1.0 4,332 6.4

利子割交付金 450 0.0 450 0.0 0 0.0

依 配当割交付金 4,000 0.1 3,000 0.1 1,000 33.3

株式等譲渡所得割交付金 5,000 0.1 2,700 0.0 2,300 85.2

法人事業税交付金 24,000 0.4 20,000 0.3 4,000 20.0

存 地方消費税交付金 250,000 3.8 230,000 3.5 20,000 8.7

ゴルフ場利用税交付金 91,000 1.4 98,000 1.5 △ 7,000 △ 7.1

環境性能割交付金 10,000 0.1 7,000 0.1 3,000 42.9

財 地方特例交付金 3,000 0.1 3,000 0.1 0 0.0

地方交付税 2,075,977 31.9 1,998,569 30.9 77,408 3.9

交通安全対策特別交付金 1,300 0.0 1,500 0.0 △ 200 △ 13.3

源 国庫支出金 350,199 5.4 535,720 8.3 △ 185,521 △ 34.6

県支出金 495,836 7.6 505,016 7.8 △ 9,180 △ 1.8

町債 536,900 8.3 459,700 7.1 77,200 16.8

依存財源合計 3,919,582 60.3 3,932,243 60.7 △ 12,661 △ 0.3

6,495,000 100.0 6,473,000 100.0 22,000 0.3歳入合計

（　自　主　財　源　と　依　存　財　源　）

令和７年度 比　　較令和６年度
区　　分



《　歳　出　》　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 議会費 76,964 1.2 76,778 1.2 186 0.2

2 総務費 1,554,922 23.9 1,699,902 26.3 △ 144,980 △ 8.5

3 民生費 1,415,607 21.8 1,379,784 21.3 35,823 2.6

4 衛生費 701,866 10.8 610,127 9.4 91,739 15.0

5 農林水産業費 331,673 5.1 346,467 5.4 △ 14,794 △ 4.3

6 商工費 162,662 2.5 188,315 2.9 △ 25,653 △ 13.6

7 土木費 402,258 6.2 311,796 4.8 90,462 29.0

8 消防費 454,490 7.0 302,067 4.7 152,423 50.5

9 教育費 825,824 12.7 673,872 10.4 151,952 22.5

10 災害復旧費 121,961 1.9 426,472 6.6 △ 304,511 △ 71.4

11 公債費 441,773 6.8 452,420 7.0 △ 10,647 △ 2.4

12 予備費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

6,495,000 100.0 6,473,000 100.0 22,000 0.3歳出合計

令和７年度 比　　較令和６年度

区　　　分

（目的別）



（単位：千円、％）

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 人　　件　　費 1,534,206 23.6 1,403,836 21.7 130,370 9.3

2 扶　　助　　費 540,767 8.3 536,407 8.3 4,360 0.8

3 公　　債　　費 441,773 6.8 452,420 7.0 △ 10,647 △ 2.4

2,516,746 38.8 2,392,663 37.0 124,083 5.2

4 物　　件　　費 1,098,916 16.9 1,018,248 15.7 80,668 7.9

5 維 持 補 修 費 72,855 1.1 44,820 0.7 28,035 62.6

6 補　助　費　等 1,349,072 20.8 1,355,058 20.9 △ 5,986 △ 0.4

5,037,589 77.6 4,810,789 74.3 226,800 4.7

7 積　　立　　金 181,902 2.8 164,747 2.6 17,155 10.4

8 貸　　付　　金 150 0.0 1,000 0.0 △ 850 △ 85.0

9 繰　　出　　金 463,902 7.1 464,963 7.2 △ 1,061 △ 0.2

10 普 通 建 設 費 657,496 10.1 600,029 9.3 57,467 9.6

補　助　事　業 34,987 0.5 188,808 2.9 △ 153,821 △ 81.5

単　独　事　業 622,509 9.6 411,221 6.4 211,288 51.4

11 災害復旧事業費 121,961 1.9 426,472 6.6 △ 304,511 △ 71.4

12 投資及び出資金 27,000 0.4 0 0.0 27,000 -

806,457 12.4 1,026,501 15.9 △ 220,044 △ 21.4

13 予　　備　　費 5,000 0.1 5,000 0.1 0 0.0

6,495,000 100.0 6,473,000 100.0 22,000 0.3歳　　出　　合　　計

内
　
訳

投資的経費
小計（１０＋１１＋１２）

経常的経費
小計（１＋２＋３＋４＋５＋６）

義務的経費 小計（１＋２＋３）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（性質別）

令和７年度 比　　較

区　　　分

令和６年度



《議会事務局》

（単位：千円）

国・県費 地方債 その他 一般財源

議会運営事業 7,547 7,549 △ 2 7,547
会議録作成、議会関係団体負担金ほか議
会運営に係る事務経費

《総務課》

　　総務係

国・県費 地方債 その他 一般財源

一般事務費
（総務管理費）

33,157 32,852 305 416 1,066 31,675
行政連絡員謝礼（63人分）、追加費用等
負担金、宿直業務、職員健康診断等委託
料、関係団体への負担金等

庁舎管理費 16,828 21,930 △ 5,102 59 16,769
庁舎管理（光熱水費、庁舎及び設備維持
管理委託料等）

　　文書広報係

国・県費 地方債 その他 一般財源

文書管理事業 5,267 5,267 2 5,265 文書管理、例規集更新、法令集加除等

広報おおたき発行事業 5,146 5,100 46 336 4,810 広報おおたき印刷製本

ホームページ管理業務 1,466 1,386 80 1,466 ホームページシステム使用料

電子計算業務費 109,596 166,570 △ 56,974 2,791 11,748 95,057
電算機器及びシステム借上げ経費、全庁
ネットワークの維持管理経費、基幹系シ
ステム標準化委託料

参議院議員選挙 11,215 11,215 10,695 520
任期満了：令和７年７月２８日
前回執行：令和元年７月２１日

大多喜町長選挙 9,042 9,042 9,042
任期満了：令和８年１月２８日
前回執行：令和４年１月１６日

　　消防防災係

国・県費 地方債 その他 一般財源

防犯対策事業 5,421 5,769 △ 348 5,421
防犯灯維持管理、特殊詐欺購入電話機補
助、防犯組合連合会補助、自転車乗車用
ヘルメット購入補助

消防団運営事業 35,775 33,594 2,181 1,235 16 34,524
消防団員報酬(334人分)、消防団員出動報
酬、公務災害補償等事務負担金等

消防機械器具整備事業 18,974 20,582 △ 1,608 471 15,500 3,003
小型動力ﾎﾟﾝﾌﾟ付積載車大型照明車付1台
更新、消防車両等（26台分）維持管理、
消防機械器具の修繕及び購入

地域防災対策事業 128,574 5,425 123,149 1,566 122,000 5,008
防災訓練、防災資機材等整備、孤立集落
対策支援防災資機材整備、防災行政無線
更新工事

防災無線維持管理費 6,528 9,631 △ 3,103 42 6,486
防災行政無線(固定系及び移動系)設備維
持管理

主 要 な 事 業 別 予 算

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較

事　　業　　内　　容事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

事　　業　　内　　容
本　年　度　の　財　源　内　訳

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳



《企画課》

　　企画政策係

国・県費 地方債 その他 一般財源

地域情報通信基盤維持管理
事業

13,023 12,572 451 13,023
光ファイバー網設備保守管理、光ファイ
バーケーブル添架料及び管路利用料

広域行政推進事業 28,078 31,331 △ 3,253 28,078
郡市広域市町村圏事務組合経常経費等負
担金、全国半島振興市町村協議会負担
金、全国過疎地域連盟負担金

総合計画・総合戦略策定事
業

16,254 14,478 1,776 16,254
大多喜町第４次総合計画及び大多喜町人
口ビジョン・第３期総合戦略策定に係る
経費

常備消防負担事業 249,748 249,748 249,748
郡市広域市町村圏事務組合常備消防負担
金

上水道運営事業 105,409 105,409 27,000 78,409
郡市広域市町村圏事務組合水道事業負担
金及び出資金

　　地域交通係

国・県費 地方債 その他 一般財源

協働のまちづくり推進事業 1,067 1,069 △ 2 1,000 67
協働のまちづくり研修、まちづくり提言
事業助成金

地域公共交通対策事業 33,390 33,703 △ 313 33,390
デマンド型地域交通運行業務委託料、町
内バス路線維持助成金、小湊鐵道輸送対
策事業費補助金

集落支援員事業 4,201 4,409 △ 208 4,201
支援員報酬、消耗品費・後納郵便料・公
用車燃料費等活動経費

いすみ鉄道対策事業 68,545 62,660 5,885 20,200 48,345
いすみ鉄道利用増大対策事業補助金、い
すみ鉄道基盤維持費補助金、いすみ鉄道
経営支援補助金

結婚活動支援事業 1,576 1,548 28 862 714
日本婚活支援協会会費、イベント開催委
託料、結婚新生活支援事業補助金

　　移住促進係

国・県費 地方債 その他 一般財源

地域おこし協力隊事業 97,303 52,686 44,617 97,303
隊員報酬、車両借上料・住宅借上料等活
動経費

国勢調査費 7,224 7,224 7,218 6 国勢調査に係る経費

交流促進事業 965 1,003 △ 38 1 964
ロゴマーク審査手数料、シティプロモー
ションに係る経費

定住化対策事業 5,431 5,389 42 1,500 3,931
空き家改修事業補助金等、空き家バンク
登録促進業務、UIJターンによる起業、就
業者等創出事業

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較 事　　業　　内　　容
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳



《財政課》

　　財政係

国・県費 地方債 その他 一般財源

ふるさと納税事業 74,839 69,830 5,009 74,839
ふるさとづくり寄附金返礼品等に係る経
費

ふるさと基金積立事業 150,000 140,000 10,000 150,000 ふるさとづくり寄附金の積立

地域通貨事業 339,841 333,328 6,513 30,000 309,841 電子地域通貨加盟店への支払経費

　　契約管財係

国・県費 地方債 その他 一般財源

公有財産管理事業 19,934 20,557 △ 623 3,680 16,254 町所有土地、建物、車両の維持管理

電子調達管理事業 1,849 1,843 6 1,849
ちば電子調達システムの共同利用に係る
経費（指名参加資格申請、電子入札）

《税務住民課》

　　課税係

国・県費 地方債 その他 一般財源

賦課事務費 19,524 12,357 7,167 11,547 810 7,167
住民税・固定資産税の賦課業務に係る経
費

地図情報システム管理事業 5,291 4,763 528 90 5,201 地図情報システムの維持管理経費

　　収納対策係

国・県費 地方債 その他 一般財源

徴収事務費 7,279 6,936 343 653 433 6,193 徴収事務に係る経費

　　住民係

国・県費 地方債 その他 一般財源

戸籍事務費 22,707 19,664 3,043 3,364 3,450 15,893
戸籍関係事務費及び戸籍事務電算システ
ム保守

住民基本台帳ネットワーク
システム事業

7,381 4,346 3,035 194 212 6,975
住民基本台帳事務及び住民票等コンビニ
交付に係る経費

マイナンバーカード取得促
進事業

4,730 4,597 133 4,730 マイナンバーカード取得促進に係る経費

　　保険年金係

国・県費 地方債 その他 一般財源

国民健康保険特別会計繰出
金

93,649 88,202 5,447 42,696 50,953 国民健康保険特別会計への繰出金

後期高齢者医療特別会計繰
出金

38,995 38,686 309 28,092 728 10,175
後期高齢者医療保険基盤安定繰出金及び
後期高齢者医療事務費繰出金

老人医療対策事業 1,360 1,060 300 350 1,010 後期高齢者人間ドッグ経費補助金

後期高齢者医療対策事業 11,438 11,250 188 11,438
千葉県後期高齢者医療広域連合の運営に
係る町負担金

療養給付事業 141,762 139,886 1,876 141,762 後期高齢者医療給付費に対する負担金

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容事　　　業　　　名

事　　　業　　　名
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事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
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事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　　業　　　名



《健康福祉課》

　　社会福祉係

国・県費 地方債 その他 一般財源

社会福祉関係団体助成事業 19,051 18,456 595 19,051 社会福祉団体への補助金及び負担金等

障害者福祉事業 322,480 313,810 8,670 231,203 1,780 89,497
障害福祉サービス費、自立支援医療費、
補装具費の支給等

民生委員活動事業 3,768 4,062 △ 294 189 3,579
民生・児童委員活動経費（33人分）、民
生委員協議会補助金

高齢者在宅生活支援事業 14,270 12,544 1,726 8,800 5,470 高齢者在宅福祉サービス

老人福祉団体助成事業 950 951 △ 1 506 444 老人クラブ連合会、単位クラブ(7団体)

老人日常生活用具給付事業 70 130 △ 60 70
火災警報器、電磁調理器、家具転倒防止
器具の給付事業

　　介護保険係

国・県費 地方債 その他 一般財源

地域包括支援センター運営
事業

4,078 4,264 △ 186 3,524 554 地域包括支援センター業務に係る経費

介護保険特別会計繰出金 180,245 188,734 △ 8,489 180,245 介護保険特別会計への繰出金

次期介護保険事業計画等策
定事業

3,540 3,540 3,540
第１０期介護保険事業計画策定事業に係
る経費

　　保健予防係

国・県費 地方債 その他 一般財源

医療体制整備事業 78,184 77,534 650 78,184
国保国吉病院負担金
夷隅郡市歯科医師会地域医療補助金

がん検診事業 18,155 18,075 80 340 1,444 16,371
健康増進法に規定されるがん検診及びそ
の他のがん検診

予防接種事業 29,447 16,478 12,969 12,562 16,885

予防接種法に基づく各種接種（帯状疱疹
ワクチン、新型コロナウイルスワクチ
ン、子宮頸がんワクチン他）、児童イン
フルエンザ接種助成金

健康増進事業 20,473 19,220 1,253 1,825 5,722 12,926 健康増進法に基づく健康増進事業

感染症予防対策事業 114 264 △ 150 114
感染症予防のためのマスク、ゴーグル、
アルコール消毒液等消耗品

少子化対策事業 3,757 4,409 △ 652 2,800 957
出産祝金　1人10万円
入学祝いポイント　1人5万円

子ども医療対策事業 28,171 29,134 △ 963 5,748 16,900 23 5,500
高校生以下の入院及び通院にかかる医療
費助成

児童手当支給事業 101,678 126,120 △ 24,442 91,224 10,454 高校生修了前までの子どもに支給

こども家庭センター運営事
業

14,636 10,756 3,880 10,670 1,756 2,210

母子保健法及び児童福祉法に基づく各種
健診、相談等事業(幼児健診、ファミリー
サポートセンター事業、不妊治療費等助
成　他）

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳



《建設課》

　　建設係

国・県費 地方債 その他 一般財源

町道改良事業 66,991 28,334 38,657 37,100 29,891
町道改良工事（大戸立脇線、会所弓木
線）、改良に伴う用地測量（板谷上線、
小苗牛畑線）

橋梁長寿命化事業 20,441 59,629 △ 39,188 11,693 4,000 4,748
町道橋梁の維持保全事業、橋梁修繕設計1
橋、橋梁点検13箇所

道路橋梁災害復旧事業 29,488 165,135 △ 135,647 28,600 888
令和5年9月台風13号による災害復旧工事
（1箇所分）

河川災害復旧事業 1,300 147,069 △ 145,769 1,300 河川災害復旧事業に係る経費

　　維持係

国・県費 地方債 その他 一般財源

町道維持管理事業 65,240 36,973 28,267 19,752 14,700 30,788
町道の維持保全事業、トンネル修繕設計5
トンネル

交通安全対策事業 1,077 4,707 △ 3,630 1,077 交通安全施設の維持保全事業

　　管理係

国・県費 地方債 その他 一般財源

コミュニティプラント管理
事業

1,634 4,193 △ 2,559 1,634
城見ヶ丘団地共同下水処理施設の維持管
理

土木総務事務費 15,100 14,905 195 1,063 483 13,554
土木総務に係る事務経費、各道路期成同
盟負担金等

道の駅維持管理事業 4,468 4,262 206 4,468
道の駅（トイレ及び無料休憩室）の維持
管理

町営住宅管理事業 16,085 13,001 3,084 16,085 町営住宅9団地等の維持管理

住宅・建築物安全ストック
形成事業

1,102 340 762 826 276 戸建住宅耐震改修工事費用補助金

横山住宅管理事業 14,650 13,624 1,026 14,650 横山宮原住宅の維持管理

宅地造成事業 11,448 11,347 101 11,448 町分譲地の施設及び未分譲地の維持管理

定住化対策住宅助成事業 13,000 13,000 6,500 6,500 住宅取得及び住宅リフォーム奨励金

　　地籍調査係

国・県費 地方債 その他 一般財源

登記推進事業 864 975 △ 111 864 登記推進、用地測量業務委託

地籍調査事業 104,056 43,298 60,758 76,425 27,631 地籍調査業務（粟又、大戸地区）

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容
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本　年　度　の　財　源　内　訳
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《環境水道課》

　　環境係

国・県費 地方債 その他 一般財源

環境衛生事務費 31,149 24,326 6,823 31,149
環境衛生に係る事務経費、夷隅環境衛生
組合負担金等

水道未普及地域対策事業 1,500 1,500 1,500 家庭用飲用井戸設置・改修補助補助金

飲料水供給施設維持管理事
業

19,608 19,608 326 19,282 飲料水供給施設維持管理経費

環境保全事業 9,825 4,570 5,255 1,479 1,255 7,091
ごみゼロ運動、不法投棄防止対策、住宅
用設備等脱炭素化促進事業補助金、生ご
み処理容器等購入補助金等

合併処理浄化槽設置整備事
業

5,980 5,979 1 3,968 1,345 667 合併処理浄化槽設置補助金等

空家等対策事業 80 79 1 80
空家対策協議実施に伴う委員への通信運
搬費（実施通知発送用）及び委員報酬

斎場無相苑管理運営事業 17,215 17,742 △ 527 10,047 7,168 斎場無相苑管理運営経費

　　環境センター係

国・県費 地方債 その他 一般財源

環境センター管理事業 22,436 20,466 1,970 58 22,378 環境センター管理業務

環境センター運営事業 198,600 206,929 △ 8,329 39,902 158,698
可燃ごみ・粗大ごみ等処理委託、いすみ
クリーンセンター塵芥処理負担金

《農林課》

　　農政係

国・県費 地方債 その他 一般財源

農業振興事業 26,933 23,307 3,626 14,491 12,442
農業振興関係団体及び農業振興事業に係
る負担金及び補助金、講師謝礼等

味の研修館管理運営事業 6,053 5,514 539 720 5,333 味の研修館維持管理

農村コミュニティーセン
ター管理運営事業

2,546 2,198 348 324 2,222 農村コミュニティセンター維持管理

集落センター管理運営事業 1,094 1,103 △ 9 72 1,022 集落センター維持管理

有害鳥獣駆除対策事業 59,920 61,878 △ 1,958 33,925 3 25,992
猿、猪、鹿、キョン及び小動物捕獲報償
金、有害鳥獣駆除委託費、被害防止柵設
置及び捕獲檻補助金等

産地育成事業 7,154 12,500 △ 5,346 2,009 5,145
ハーブパーク管理費、食香バラ管理費
等、獣害を受けにくい新規作物栽培に係
る種苗代等

　　農地係

国・県費 地方債 その他 一般財源

農業委員会運営事業 10,456 9,902 554 1,379 2,124 6,953
農業委員会委員（10人分）・農地利用最
適化推進委員（10人分）の報酬、農業委
員会関係団体への負担金等

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳
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比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容



　　耕地林務係

国・県費 地方債 その他 一般財源

基幹農道整備事業 8,072 65,704 △ 57,632 3,492 4,580 橋梁（せせらぎ橋）定期点検

土地改良関係団体事業 38,698 21,216 17,482 12,086 11,600 549 14,463
廃止ため池１箇所の設計
整備ため池１箇所の負担金
農林道資材支給等

多面的機能支払交付金事業 33,743 32,908 835 25,545 8,198
集落の農地維持、共同活動及び農業用施
設の維持管理への支援交付金

中山間地域等直接支払交付
金事業

1,601 1,601 1,200 401
農業生産条件の不利な中山間地域の農地
保全活動への支援交付金

森林環境譲与税事業 18,845 13,422 5,423 3,374 50 15,421
間伐促進事業、竹林整備への補助金、森
林整備に伴うアンケート調査、基金積立
金等

森林整備事業 8,400 5,658 2,742 1,996 6,404
重要インフラに隣接する森林において、
風倒木等による被害を未然に防ぐための
森林整備

農業施設災害復旧事業 46,278 94,293 △ 48,015 41,690 400 4,188
令和５年台風台１３号災害による農業施
設の災害復旧工事

農地災害復旧事業 44,895 19,975 24,920 42,444 1,847 604
令和５年台風台１３号災害による農地の
災害復旧工事

《商工観光課》

　　商工労政係

国・県費 地方債 その他 一般財源

商業振興事業 13,725 12,525 1,200 4,000 644 9,081
町営駐車場維持管理、商工会補助金、街
路灯維持管理補助金、中小企業経営改善
資金等利子補給

商家保存資料館管理運営事
業

4,227 8,406 △ 4,179 4,227 釜屋の指定管理料

空き家等を活用した起業支
援事業

1,500 1,500 1,500
空き家等活用し起業、創業した者に予算
の範囲内で支援

街なみ整備事業 3,025 3,025 3,000 25 街なみ整備助成事業補助金

　　観光係

国・県費 地方債 その他 一般財源

観光施設管理事業 14,576 13,197 1,379 1,097 13,479
ポケットパーク、遊歩道、町営駐車場及
び公衆トイレ等の維持管理

観光センター管理運営事業 3,798 3,768 30 177 3,621 観光本陣維持管理

観光振興事業 28,422 27,739 683 875 27,547
観光客誘致等観光振興に関する経費、観光関
係団体への補助金及び負担金等

観光施設整備事業 25,000 40,000 △ 15,000 25,000 中瀬遊歩道整備工事

面白峡遊歩道整備事業 7,357 7,357 7,357 面白峡用地測量委託

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容



《教育課》

　　学校教育係

国・県費 地方債 その他 一般財源

教育委員会事務事業 42,302 43,918 △ 1,616 105 42,197 教育委員会事務経費

小学校管理事務事業 36,433 31,633 4,800 443 35,990
各種検査手数料、児童送迎業務委託、日
本スポーツ振興センター共済掛金等

小学校施設管理事業 31,867 100,077 △ 68,210 4,326 10 27,531
各小学校施設・設備等維持管理経費、
情報機器端末購入

小学校教育振興事業 24,451 33,772 △ 9,321 1,752 22,699
英語教室業務委託、特別支援教育就学奨
励費、要保護・準要保護児童学用品費等
補助金

中学校管理事務事業 9,712 9,935 △ 223 372 9,340
各種検査手数料、日本スポーツ振興セン
ター共済掛金等

中学校施設管理事業 118,352 12,923 105,429 107,437 10,915
中学校施設・設備等維持管理経費
屋内運動場及び柔剣道場空調設備設置工
事

中学校教育振興事業 28,297 23,543 4,754 3,324 24,973
特別支援教育就学奨励費、要保護・準要
保護生徒学用品費等補助金

　　学校給食センター

国・県費 地方債 その他 一般財源

学校給食センター管理運営
事業

90,968 79,133 11,835 2,262 31,841 56,865 給食センター運営及び維持管理

　　保育園係

国・県費 地方債 その他 一般財源

保育園管理運営事業 133,677 112,434 21,243 5,974 5,835 121,868
通常保育、時間外保育、一時保育、休日
保育の実施

児童クラブ運営事業 23,579 20,457 3,122 10,938 5,302 7,339 小学校1年生から6年生までの児童の保育

地域子育て支援センター運
営事業

4,945 5,315 △ 370 3,296 1,649
育児相談、保育サービスの情報提供等子
育て家庭の支援

自然環境保育事業 390 390 193 197 自然環境保育の活動費

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容



《生涯学習課》

　　社会教育係

国・県費 地方債 その他 一般財源

青少年健全育成事業 895 577 318 110 785 青少年相談員報酬、活動費補助金

生涯学習推進事業 1,433 1,712 △ 279 353 1,080
各種講座に係る経費
社会教育関係団体への補助金

公民館管理運営事業 127,804 69,041 58,763 107,100 670 20,034
公民館管理運営経費
事務棟空調設備更新工事

文化財保護活動費 570 530 40 26 5 539
国指定文化財住宅管理費補助金、無形民
俗文化財保存育成補助金等

　　スポーツ振興係

国・県費 地方債 その他 一般財源

保健体育振興事業 4,154 4,445 △ 291 490 3,664
各種スポーツ教室及び大会運営費
町スポーツ協会補助金
各種団体負担金、補助金

海洋センター管理運営事業 27,682 68,830 △ 41,148 27,682
海洋センター指定管理業務委託費
上瀑ふれあいセンター、総元体育館の施
設管理経費

公園管理事業 313 280 33 313 お城の森公園維持管理経費

アーバンスポーツ施設整
備・運営事業

88,405 7,333 81,072 79,800 8,605
パンプトラック建設工事、アーバンス
ポーツ推進支援業務経費

　　図書館係

国・県費 地方債 その他 一般財源

図書館管理運営事業 12,297 9,773 2,524 47 12,250 図書館維持管理、運営経費

町史編さん事業 3,562 4,772 △ 1,210 3,562
令和4・5・6・7年度継続事業
大多喜町史(平成史)の編さん

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容

事　　　業　　　名
本年度
事業費

前年度
事業費

比　較
本　年　度　の　財　源　内　訳

事　　業　　内　　容



124,472 千円

894,387 千円

国庫支出金 県支出金 地方債 その他

地方消費税
交付金
(社会保障
財源化分)

その他

1 社会福祉関係団体助成事業 19,051 0 0 0 0 4,495 14,556

2 障害者福祉事業 322,480 146,457 84,746 0 1,780 21,117 68,380

3 保育園管理運営事業 133,677 4,652 1,322 0 5,835 28,756 93,112

4 児童クラブ運営事業 23,579 5,469 5,469 0 5,302 1,732 5,607

小　　計 498,787 156,578 91,537 0 12,917 56,100 181,655

1 がん検診事業 18,155 0 340 0 1,444 3,863 12,508

2 予防接種事業 29,447 0 0 0 12,562 3,984 12,901

3 健康増進事業 20,473 0 1,825 0 5,722 3,050 9,876

4 こども家庭センター運営事業 14,636 8,009 2,661 0 1,756 521 1,689

小　　計 82,711 8,009 4,826 0 21,484 11,418 36,974

1
国民健康保険事業
特別会計（繰出金）

93,649 10,092 32,604 0 0 12,022 38,931

2
介護保険事業

特別会計（繰出金）
180,245 0 0 0 0 42,530 137,715

3
後期高齢者医療事業
特別会計（繰出金）

38,995 0 28,092 0 728 2,401 7,774

小　　計 312,889 10,092 60,696 0 728 56,954 184,419

894,387 174,679 157,059 0 35,129 124,472 403,048

地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

　令和元年10月1日より消費税率（国・地方）が8％から10％へ引き上げられており、地方消費税交付金の増収分については、

その使途を明確化し、社会保障施策に要する経費に充てるものとされています。

　令和７年度大多喜町一般会計予算における社会保障施策への充当状況については、以下のとおりです。

【歳入】地方消費税交付金（社会保障財源化分）

【歳出】地方消費税交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障施策に要する経費

（単位：千円）

大区分 小区分（事業名）
７年度

当初予算額

財源内訳

特定財源

合　　　　計

※　地方消費税交付金（社会保障財源化分）は、各事業に要する一般財源の比率に応じて按分して充当しています。

一般財源

1 社会福祉

2 保健衛生

3 社会保険



 

鉄道経営対策事業基金特別会計予算の概要 

 

１．予算規模 

令和７年度当初予算額    ４５千円 

令和６年度当初予算額   １３６千円 

 比      較    ▲９１千円（６７％減） 

 

令和７年度予算は、令和６年１２月補正予算において、昨年１０月に発生し

た脱線事故の復旧費として当該基金から２００，０００千円（うち、工事費に

１００，０００千円、代行バス費に１００，０００千円）を措置したため、基

金残額のうち１００，０００千円を運用し、歳入では基金運用による利子収入、

歳出では利子収入に伴う基金積立金を計上しました。 

なお、運用に当たっては、今後の状況を踏まえながら関係者間で協議の上、

運用の有無を判断します。 

 

２．歳入 

運用額１００，０００千円を、年利０．０４５％の大口定期預金にて、令和

７年４月から令和８年３月までの１年間で運用すると想定し、４５千円の利

子収入を計上しました。 

 

３．歳出 

 上記基金運用による利子収入の積立金４５千円を計上しました。 

  

  

 



《　歳　入　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 財産収入 45 0.0 136 100.0 △ 91 △ 66.9

45 0.0 136 100.0 △ 91 △ 66.9

《　歳　出　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 鉄道経営対策事業費 45 100.0 136 100.0 △ 91 △ 66.9

45 100.0 136 100.0 △ 91 △ 66.9

注) 表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較

（単位：千円、％）

歳　入　合　計

（単位：千円、％）

歳　出　合　計

鉄道経営対策事業基金特別会計予算

令和７年度 令和６年度 比　較
区　　　分



 

国民健康保険特別会計の概要 

 

１．予算規模 

令和７年度当初予算額   １，０７３，５７４千円 

令和６年度当初予算額   １，１２７，６９１千円 

 比      較      △５４，１１７千円（４．７９％減） 
 

令和７年度国民健康保険特別会計は、歳入歳出の総額を１，０７３，５７４千円と

して、対前年度５４，１１７千円、４．７９％減で見込みました。 

歳入には、国民健康保険税、一部負担金、使用料及び手数料、県支出金、繰入金、

繰越金及び諸収入を計上し、歳出には、総務費、保険給付費、国民健康保険事業費納

付金、保健事業費、諸支出金及び予備費を計上しました。 

 

２．歳入 

（１）国民健康保険税は、対前年度４，３３６千円、２．０８％減の２０３，４１

１千円を計上しました。 

（２）県支出金は、対前年度３６，３３７千円、４．４９％減の７７２，２３２千

円を計上しました。 

（３）繰入金は、対前年度６，５５３千円、６．５３％減の９３，６４９千円を計

上しました。 

（４）繰越金は、対前年度７，２６１千円、７２．６１％減の２，７３９千円を計上

しました。 

（５）その他の収入として、一部負担金に１千円、使用料及び手数料に 1千円、諸 

収入に１，５４１千円を計上しました。 
 

３．歳出 

（１）総務費は、対前年度９３７千円、３．２９％増の２９，３９７千円を計上し

ました。 

（２）保険給付費は、対前年度 ３５，６７９千円、４．５１％減の７５４，５１

６千円を計上しました。 

（３）国民健康保険事業費納付金は、対前年度 ２１，０９７千円、７．４３％減 

の２６２，４９７千円を計上しました。 

（４）保健事業費は、対前年度 １，５０１千円、６．２１％増の２５，６４３千 

円を計上しました。 

（５）その他の支出として、諸支出金に１，４２１千円、予備費に１００千円を計上

しました。 



《　歳　入　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 国民健康保険税 203,411 19.0 207,747 18.4 △ 4,336 △ 2.1

2 一部負担金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 使用料及び手数料 1 0.0 39 0.0 △ 38 △ 97.4

4 県支出金 772,232 71.9 808,569 71.7 △ 36,337 △ 4.5

5 繰入金 93,649 8.7 100,202 8.9 △ 6,553 △ 6.5

6 繰越金 2,739 0.3 10,000 0.9 △ 7,261 △ 72.6

7 諸収入 1,541 0.1 1,133 0.1 408 36.0

1,073,574 100.0 1,127,691 100.0 △ 54,117 △ 4.8

《　歳　出　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 総務費 29,397 2.7 28,460 2.5 937 3.3

2 保険給付費 754,516 70.3 790,195 70.1 △ 35,679 △ 4.5

3 国民健康保険事業費納付金 262,497 24.5 283,594 25.2 △ 21,097 △ 7.4

4 保健事業費 25,643 2.4 24,142 2.1 1,501 6.2

5 諸支出金 1,421 0.1 1,200 0.1 221 18.4

6 予備費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

1,073,574 100.0 1,127,691 100.0 △ 54,117 △ 4.8

注) 表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

歳　出　合　計

国民健康保険特別会計予算

歳　入　合　計

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較



 

後期高齢者医療特別会計予算の概要 

 

１．予算規模 

令和７年度当初予算額   １６４，９７９千円 

 令和６年度当初予算額   １６２，７７５千円 

  比      較      ２，２０４千円（１．３５％増） 

 

令和７年度後期高齢者医療特別会計は、千葉県後期高齢者医療広域連合が試算 

した数値を踏まえ、歳入歳出の総額を１６４，９７９千円として、対前年度 

２，２０４千円、１．３５％増で見込みました。 

歳入には、保険料、使用料及び手数料、繰入金、繰越金、諸収入を計上し、歳出 

には、総務費、後期高齢者医療広域連合納付金、諸支出金を計上しました。 

歳入総額の約７６．０１％を占める後期高齢者医療保険料１２５，４１２千円は、 

町が徴収し、歳出の後期高齢者医療広域連合納付金として千葉県後期高齢者医療広 

域連合に納付します。 

 

２．歳入 

（１）後期高齢者医療保険料は、対前年度１，８９５千円、１．５３％増の１２５，

４１２千円を計上しました。 

（２）使用料及び手数料は、前年度と同額の１千円を計上しました。 

（３）繰入金は、対前年度３０９千円、０．７９％増の３８，９９５千円を計上し 

ました。 

（４）その他の収入として、繰越金に１００千円、諸収入に４７１千円を計上しま 

した。 

 

３．歳出 

（１）総務費は、対前年度５７２千円、５９．１５％増の１，５３９千円を計上し 

ました。 

（２）後期高齢者医療広域連合納付金は、対前年度１，６３２千円、１．０１％増 

の１６２，９６８千円を計上しました。 

（３）諸支出金は、償還金及び還付加算金に４７１千円、繰出金に１千円を計上し 

ました。 



《　歳　入　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 後期高齢者医療保険料 125,412 76.0 123,517 75.9 1,895 1.5

2 使用料及び手数料 1 0.0 1 0.0 0 0.0

3 繰入金 38,995 23.6 38,686 23.8 309 0.8

4 繰越金 100 0.1 100 0.1 0 0.0

5 諸収入 471 0.3 471 0.3 0 0.0

164,979 100.0 162,775 100.0 2,204 1.4

《　歳　出　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 総務費 1,539 0.9 967 0.6 572 59.2

2
後期高齢者医療広域連合
納付金

162,968 98.8 161,336 99.1 1,632 1.0

3 諸支出金 472 0.3 472 0.3 0 0.0

164,979 100.0 162,775 100.0 2,204 1.4

注) 表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

歳　出　合　計

歳　入　合　計

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較

後期高齢者医療特別会計予算

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較



介護保険特別会計予算の概要 
 

１．予算規模 

  令和７年度当初予算額  １，１５１，８４２千円 

令和６年度当初予算額  １，１９６，０７６千円 

   

  比        較    △４４，２３４千円（３．７％減） 

 

   令和７年度介護保険特別会計は、第９期介護保険事業計画期間の２年目にあた

り、歳入歳出予算の総額を１，１５１，８４２千円として、対前年度４４，２３

４千円、３．７％減で見込みました。 

歳入には保険料、分担金及び負担金、使用料及び手数料、国庫支出金、支払基

金交付金、県支出金、繰入金、繰越金及び諸収入を計上し、歳出にはその約 

９３．１％を占める保険給付費の他、総務費、地域支援事業費、基金積立金、予

備費及び諸支出金を計上しました。 

 

２．歳入 

（１）保険料は、対前年度５，３１６千円、２．４％増の２２３，９３４千円を計 

上しました。 

基準額を６４，８００円とし、被保険者数の見込み３，５５７人を所得段階 

に応じた１３段階の保険料率に設定し計上するものです。 

（２）分担金及び負担金は、前年同額の１２０千円を計上しました。 

内訳は、介護予防教室事業参加者負担金のうち、認知症予防教室参加者負担 

金６０千円、いきいき塾参加者負担金６０千円を計上しました。 

（３）使用料及び手数料は、前年度と同額の６９千円を計上しました。 

内訳は、情報公開手数料に５４千円、督促手数料に１５千円を計上しました。 

（４）国庫支出金は、対前年度１４，０５７千円、４．９％減の２７２，５８６千

円を計上しました。 

内訳は介護給付費負担金に１８４，９０２千円、調整交付金に７２，１１６ 

千円、地域支援事業交付金に１３，１７１千円、保険者機能強化推進交付金に 

８８０千円、保険者努力支援交付金１，５１７千円を計上しました。 

（５）支払基金交付金は、対前年度１１，１７０千円、３．７％減の２９３，４ 

  ３１千円を計上しました。 

内訳は、介護給付費交付金に２８９，４２８千円、地域支援事業交付金に４， 

００３千円を計上しました。 

（６）県支出金は、対前年度７，０４９千円、４．０％減の１７０，０６６千円 

を計上しました。 

内訳は、介護給付費負担金に１６３，４８２千円、地域支援事業交付金に６， 

５８４千円を計上しました。 

（７）繰入金は、対前年度１７，２１５千円、８．２％減の１９１，５２２千円を



計上しました。 

内訳は、他会計繰入金が、介護給付費繰入金に１３３，９９５千円、地域支 

援事業繰入金に６，７９２千円、職員給与費等繰入金に２８，８３７千円、事 

務費繰入金に１０，６２１千円、低所得者保険料軽減繰入金に９，２５１千円 

を計上し、介護給付費準備基金からの繰入金に２，０２６千円を計上しました。 

（８）その他の収入は、前年度繰越金に１千円、諸収入に１１３千円を計上しまし 

た。 

 

３．歳出 

（１）総務費は、介護保険関係職員人件費、介護保険事務費、国民健康保険団体連 

合会負担金、介護保険料賦課徴収事業、介護認定調査事業、介護認定審査会共 

同設置事業、介護保険運営協議会事業及び公的介護施設等整備事業者選定委員 

会事業の経費として、対前年度２，２７４千円、５．９％減の３６，２７０千 

円を計上しました。 

（２）保険給付費は、対前年度４１，７９５千円、３．８％減の１，０７１，９５ 

８千円を計上しました。 

内訳は、介護サービス等諸費に９９０，５０７千円、介護予防サービス等諸 

費に１８，４４０千円、その他諸費に６４０千円、高額介護サービス等費に 

２０，９６９千円、高額医療合算介護サービス等費に３，０４５千円、特定入 

所者介護サービス等費に３８，３５７千円を計上しました。 

（３）地域支援事業費は、対前年度１６５千円、０．４％減の４３，０１０千円を

計上しました。 

内訳は、介護予防・日常生活支援サービス事業費１１，８６２千円、一般介

護予防事業費に３，２５６千円、包括的支援事業・任意事業費に２７，８５６

千円、その他諸費に３６千円を計上しました。 

（４）その他の支出は、基金積立金に１千円、予備費に１００千円、諸支出金に 

５０３千円を計上しました。 



《　歳　入　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 保険料 223,934 19.4 218,618 18.3 5,316 2.4

2 分担金及び負担金 120 0.0 120 0.0 0 0.0

3 使用料及び手数料 69 0.0 69 0.0 0 0.0

4 国庫支出金 272,586 23.7 286,643 24.0 △ 14,057 △ 4.9

5 支払基金交付金 293,431 25.5 304,601 25.5 △ 11,170 △ 3.7

6 県支出金 170,066 14.8 177,115 14.8 △ 7,049 △ 4.0

7 繰入金 191,522 16.6 208,737 17.5 △ 17,215 △ 8.2

8 繰越金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

9 諸収入 113 0.0 172 0.0 △ 59 △ 34.3

1,151,842 100.0 1,196,076 100.0 △ 44,234 △ 3.7

《　歳　出　》

当初予算額 構成比 当初予算額 構成比 増減額 増減率

1 総務費 36,270 3.2 38,544 3.2 △ 2,274 △ 5.9

2 保険給付費 1,071,958 93.1 1,113,753 93.1 △ 41,795 △ 3.8

3 地域支援事業費 43,010 3.7 43,175 3.6 △ 165 △ 0.4

4 基金積立金 1 0.0 1 0.0 0 0.0

5 予備費 100 0.0 100 0.0 0 0.0

6 諸支出金 503 0.0 503 0.0 0 0.0

1,151,842 100.0 1,196,076 100.0 △ 44,234 △ 3.7

注) 表示単位未満を四捨五入しています。このため、構成比の積み上げと合計が一致しない場合があります。

歳　出　合　計

歳　入　合　計

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較

介護保険特別会計予算

（単位：千円、％）

区　　　分
令和７年度 令和６年度 比　較


